
？

医療

介護 健康づくり

高齢者の暮らしを支えるために必要なものは？

２－１



医療
（医療機関）

健康づくり
（行政等）

介護
（事業者）

日々の生活の支援
（地域の支え合い・「互助」）

見守り

ゴミの分別

「互助」が、地域の高齢者の暮らしを支える

電球取替

買い物病院付き添い

役場の手続

２－２

移動支援



■ご近所づきあい

■町内会

■老人クラブ

■校区社協

■協同組合

など

■生活支援コーディネーター(SC)・

SC協議体

■介護支援ボランティア

■認知症サポーター・チームオレンジ

■認知症地域支援推進員

■住まいの確保支援・生活支援

互助を手厚くするには

地域に既にある互助を
見つけ、育む

制度を活用して、新たな
「互助」を生み出し、育てていく

２－３



地域を基盤とする高齢者の自主的な組織。介護予防と
相互の生活支援の観点から、生きがいや健康づくりを
推進する。明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上に
資することを目的とした組織

老人クラブ
（山梨県中央市、兵庫県養父市の例）

ちょびっとお助け隊（山梨県中央市）

■草とり、ごみ出し、犬の散歩
等、高齢者同士が協力し合う
活動を実施。

■会員のみならず会員外の方も
気兼ねなく依頼できる料金体
系にしており、交流も広がっ
ている。

いどばた喫茶（兵庫県養父市）

■年間を通じた集いの活動と
して実施。

■春の花見、クリスマスケー
キを提供するなど季節感ある
サービスを提供。

■地区の人たちとの交流の場
ともなっている。

協同組合（愛知県豊明市の例）

互助を見つける｜参考事例

同じ地域に住む人々や同じ職場に勤務する人々等が、
生活の安定等のため、相互の助け合いにより自発的に
組織する団体

コープあいち等

■住民主体の支え合いの仕組みを創出するため、すで
に長年支え合い活動を地域で実践してきた協同組合
３団体と市が協議。

■これまで実践してきた支え合い活動を住民に見える
形にし、住民の輪を広げることに取り組んでいる。

・購入品の無料配送
・くらしたすけあい
の会

・地産地消の食堂
・ミニデイ
・けやきの会

・空き家を改修した
地域の集いの場

コープあいち JAあいち尾東農協 南医療生協

２－４



互助を見つける｜参考事例

自治会（神奈川県横浜市旭区若葉台団地の例）

団地造成の当初計画において、里山の一部が公園として緑が多く残されており、歩行者専用道路が
きめ細かく整備され、ジョギングやウォーキングなどがしやすい環境が整っている。

外出しやすく、スポーツ施設などが充実した環境

自治会活動を通じた、世代を超える絆の形成

■ 10の自治会が桜まつり、夏まつり、大運動会などの行事をするなど、活発な自治会活動が行われている。

■少子化が進み廃校となった中学校の教室を利用し、地域住民で構成されたNPO法人が、大運動会をはじ

め、テニス、卓球、グラウンドゴルフなどのスポーツ活動、文化祭、合唱団講演、外国語教室、絵画教室な

どの文化活動を実施し、地域のコミュニケーション・世代間交流の機会となる場を提供している。

■障害のある人たちが様々な創作・生産活動にチャレンジできる地域活動支援センター

を設置し、つながりづくりの場として機能している。

■団地の空き店舗を活用し、住民主体の支え合いサービス（訪問、通所）を実施している。

夏祭りには団地の
真ん中で2,200発
の打ち上げ花火が
打ち上げられる

２－５

様々な社会活動や地域活動によって
地域における人々の結びつきが豊かになり、
ソーシャルキャピタルが住民の健康に良い影響
をもたらしている。



社会福祉協議会（静岡県磐田市の例） 民間企業（長崎県佐世保市の例）

住民、ボランティア団体、民生委員・児童委員、社会
福祉施設など福祉・保健・医療・教育等の関係機関の
参加と協力により「福祉のまちづくり」を目指して活
動を行っている民間団体

せいかつ応援倶楽部

■地域支援員として事前登録いただいた地域住民が
活動。

■介護保険制度などの公的サービスでは対応できな
い生活上の“ちょっとした困りごと”の解決を支
援。

■掃除、動物の世話、草取り、ごみ出し・分別、買
い物代行、整理整頓、話し相手、病院等付き添い
等を行っている。

本棚等の整理 草取り 換気扇の掃除

介護周辺サービス事業としてのビジネス性を活かした
展開が期待される

見守りネットワークきずな

■ちょっとした手助けが必要な高齢者等を対象に
訪問活動を実施。

■買い物代行、掃除等の生活支援、付き添い、灯油
配達、お元気確認訪問などを行っている。

■活動には補助金等の資金を活用せず、株式会社が、
自身で実施する地域貢献事業の一環として社内収益
部門との組み合わせにより事業費を捻出している。

付き添い 風呂の掃除

互助を見つける｜参考事例

２－６



民間企業（愛知県豊明市の例）

高齢者の暮らしにくさを解決する生活支援や健康寿命延伸に寄与するサービスを展開する民間企業に市から声を掛け
協議の場を設けた。その後、個別に市とサービスの協議を重ねた

互助を見つける｜参考事例

２－７

民間事業者との連携により実施した事業の一例協議の場

参加者

リサイクル業者、フィットネスクラブ、掃除
サービス業者、食品メーカー、スーパー、天
然温泉施設、カラオケ施設、学習塾、介護事
業所、地域包括支援センター等。

協議内容

国の動向、市の高齢者の現状、高齢者の
ニーズ、現行の民間サービスの利用のしに
くさなどを協議。

市主催の運動教室での健康チェックと商品説明

温泉施設での健康講座 カラオケボックスを利用した体操教室

インストラクターによる健康講座



住民ボランティア（山口県萩市、山口県防府市の例）

一般的に「自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為」を指す
ボランティアには、「自主性（主体性）」、「社会性（連帯性）」、「無償性（無給性）」等の特徴が挙げられる

むつみ愛サービス（山口県萩市）

■地域住民による20～80歳代までのボランティア組
織。

■花見や餅つきなどの世代間交流イベント、サロン、
各種教室等を開催している。

■生活支援の主な内容としては、送迎支援、ゴミ出し
や灯油入れ、雪かき、蛍光灯の交換等。

送迎サービス 買い物代行

ほうふ・てごネっと（山口県防府市）

互助を見つける｜参考事例

平成30年6月～10月テスト実施。平成31年度も継続予定。

■介護専門職が把握する
高齢者の困りごとを市
が受け付け、地縁団体
や個人ボランティアに
依頼し解決する仕組
み。

■困りごとは高齢者の自
立支援に資する保険外
サービスや訪問サービ
スの効率化に繋がるも
のに限定。

■介護専門職と地域住民
をつなぐことで地域活
動を活性化し、高齢者
の生きがい創出・介護
予防・健康増進を推進
する。

■平成31年度から活動に
対しボランティアポイ
ントを付与する予定。 ２－８



助け合い活動の情報共有（東京都江東区の例）

あなたもできる助け合い～地域・ボランティア活動～

互助を見つける｜参考事例

２－９

地域の様々なボランティア活動を情報誌として一覧できるようにすることで、地域住民が自分に合った活動を知る
きっかけをつくり、参加へのハードルを下げることができる。

■ NPO法人、任意団体、行政、社会福祉協議会等によ
る、地域の高齢者支援や障害者支援、子育て支援、まち
づくりなど、様々なボランティア活動を紹介する情報
誌。

■活動団体員による手渡しを基本に、区の関係施設等でも
無料配布されており、ボランティア活動に参加したい人
が地域の様々なボランティア活動を知ることができるよ
うになっている。

■独立行政法人福祉医療機構の社会福祉振興助成事業と
して地域の法人が作成。

活動毎に、内容、
目的、活動日、場
所、参加条件と連絡
先を掲載



生活支援コーディネーター（ＳＣ）は、市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・
組織等も活用しながら、資源開発、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチン
グ等のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備
に向けた取組を推進する。SC協議体は、関係者の意識共有や情報交換により、ＳＣの組織的な補完等を行う。

互助を見つける・育む｜①生活支援コーディネーター(SC)・SC協議体

ＳＣの役割

■資源開発

■ネットワーク構築

■ニーズと活動のマッチング

ＳＣの資格・要件

■特定の資格要件はなし

■地域における助け合い等の

提供実績がある者、市民活動

への理解がある者等がよい

中間支援
組織

社協

NPO 地縁組織 民間企業 ボラン
ティア団

体

包括

市町村

NPO 包括

地区
社協

意欲ある
住民

市町村圏域の
コーディネーター

中学校区等の
コーディネーター

SC協議体

SC協議体

第1層 市町村全域

NPO 包括

地区
社協

意欲ある
住民

SC協議体

第2層 中学校区等

ＳＣ協議体の役割

■ＳＣの組織的な補完

■関係者の意識共有、情報交換 等

２－10



生活支援コーディネーター(SC)・SC協議体の活動例 (１)

生活支援コーディネーターの１ヶ月の活動例（岡山県倉敷市）生活支援コーディネーターの活動例（愛知県豊明市）

地域資源の把握

・地域の集会所等でのサー
クル活動、お店の貸ス
ペース、高齢者がよく行
く店、使うサービス等を
把握。

足りない資源の創出

・市内の喫茶店を常連客
の見守り喫茶店「ホッこ
りカフェ」に位置づけ、
周知。

地域ケア会議への出席

・把握した資源の情報を
提供。会議のやりとりが、
足りない資源の創出につ
ながることも。

２－11



生活支援コーディネーター(SC)・SC協議体の活動例 (２)

地域の既存資源の活用（宮城県多賀城市の例）

■地域包括支援センターに生活支援コーディネー

ター２名を兼務配置。地域の何気ない場所や活動

を「お宝」として再発見し、地域のつながりの創

出、自立支援に結びつけている。

■例えば、お茶のみスペースが設置されたある商店

が、地域の集いの場や見守りの場として機能し、

地域の「お宝」になっている。

■また、地域の料理教室が、地域の集いの場や見守りの役割を担いながら、

教室を開く高齢者の生きがい・介護予防の場となっている。

■これまで、地域包括支援センターの職員にとって、サービス利用の終了が

支援の終了であったが、生活支援コーディネーターの兼務を通じて、サー

ビスの利用から地域の支え合い、つながりづくりへと発展させる視点が生

まれた。

２－12

地域の「お宝」と、新たな“つながりづくり”



介護予防等を目的とした、65歳以上の高齢者が地域のサロン、会食会、外出の補助、介護施設等でボランティ
アをした場合にポイントを付与。たまったポイントに応じて、商品交換、換金等を行うことにより、ボラン
ティアの推進、介護予防の推進を図る。（介護保険の地域支援事業等で、平成28年度365市町村まで拡大）。

稲城市介護支援ボランティア制度の実施スキーム

保険者（稲城市）

地域支援事業（介護予防事業）

地域支援事業交付金

管理機関（社会福祉協議会）

・介護支援ボランティアの登録

・評価ポイントの管理、付与等

介護支援ボランティアの
受け入れ機関等

介護支援ボランティア

希望により、活動実績に
応じて評価ポイントを付与

介護支援ボランティアポイント
転換交付金

評価ポイント活用
の申出

介護支援
ボランティア活動

※稲城市ではポイントを、最大5,000円／年まで、事実上介護保険料軽減に充てられる

互助を育む｜②介護支援ボランティア

２－13



1,000万人以上の受講者がいる認知症サポーターがさらなるステップアップを図り、診断後の早期の空白期間等
における、ささいな困りごとに対する支援を進める。2019年度から、新たに認知症の人の支援ニーズに認知症
サポーター（※）等をつなげる仕組み（チームオレンジ（仮称））を構築し、認知症の人が安心して暮らし続
けられる地域づくりを進める。
（※）「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、支援する応援者

互助を育む｜③認知症サポーター・チームオレンジ (仮称)

２－14



認知症を有する人をはじめとする高齢者の中には、これまでの経験等を生かして活躍したいとの声が少な
くない。地域において「生きがい」をもった生活や認知症予防等の介護予防に資するよう、認知症地域支
援推進員の取組として、平成31年度予算案において社会参加活動のための体制整備を新たに地域支援事業
に位置付け、その取組を支援予定。

互助を育む｜④認知症地域支援推進員

医療・介護等の支援ネットワーク構築

相談支援・支援体制構築

市町村

協働

関係機関と連携した事業の企画・調整

■関係機関との連携体制の構築 ■認知症ケアパスの作成・普及 等

■病院・施設等における処遇困難事例の検討及び個別支援
■効果的な介護方法などの専門的な相談支援
■「認知症カフェ」等の開設
■認知症多職種協働研修の実施

■社会参加活動のための体制整備 (拡充)

・市町村が適当と認めた者による農業、商品の製造・販売、食堂の運営、
地域活動等の社会参加に対する支援

・専門家を派遣する等、利用者に対する技術・専門知識の指導・助言
・マルシェ等イベントの開催支援 など

■認知症の人や家族等への相談支援
■必要なサービスが認知症の人や家族に提供されるための調整

認知症
地域支援推進員

配置先
■地域包括支援センター
■市町村本庁
■認知症疾患医療センター
など

２－15



互助を育む｜⑤住まいの確保支援・生活支援

自立した生活を送ることが困難な低所得・低資産高齢者等を対象に、社会福祉法人やＮＰＯ法人等が、地域連携・
協働のネットワークを構築し、➀既存の空家等を活用した住まいの確保を支援するとともに、 ➁日常的な相談等
（生活支援）や見守りにより、高齢者等が住み慣れた地域において継続的に安心して暮らせるよう体制を整備。

京都市高齢者すまい・生活支援事業

■京都市老人福祉施設協議会に加盟する10法人が７行政区で
事業を実施。

■各エリアごとに、本人×社会福祉法人×不動産業者
（家主）の三者面談を行い、互いの信頼の下で空き部屋を
マッチング。

■住み替え後は、社会福祉法人による見守りサービスを実施。

平成29年度から拡充している地域支援事業の「高齢者の安心な住まいの確保に資する事業」で実施可能

福岡市「住まいサポートふくおか」

■制度に協力する不動産会社（協力店）及び各種支援団体で
構成されるプラットフォームを構築。

■主体となる福岡市社会福祉協議会がコーディネーターと
なって、相談者の必要なサービスを提案。

■プラットフォームが本人の生活をバックアップするため、
家主は安心して高齢者に部屋を賃貸することができる。

京都市居住支援協議会

不動産４団体 福祉３団体

京都市
住宅部局・福祉部局

京都市住宅供給公社

連携

「見守り」の安心

空き家・部屋の利活用

２－16



交付金化

第１ステージ

2009年～

住民アンケートの実施

各地域にて策定委員会を組織

2012年３月

地域ビジョン発表会

2013年

市総合計画後期基本計画（別

刷）に位置づけ

2016年

市総合計画第３章に位置づけ

総会（議決機関）

理事会（執行機関）

コミュニティ部会
（自治会長会）

専門部会
（実践機関）

市民センター

２－17

区や自治会を「地域づくり組織」に整理。敬老行事、婦人会、資源ゴミ回収、防犯等、施策別であった既存
の地域向けの補助金を整理し、市から「地域づくり組織」に対し、使途自由な一括交付金として交付。
地域づくり組織毎に「地域ビジョン」を作成し、住民主体の「自ら考え、自ら行う」まちづくりが活性化。

組織見直し
第２ステージ

ゆめづくり地域交付金の概要

１. 地域づくり組織に活動支援と

して交付。

２. 使途自由で補助率や事業の限

定がない交付金。

３. 住民合意でまちづくり事業を

実施し、交付金を活用。

４. ハード・ソフトは問わない。

ただし、宗教活動、政治活動に

使用してはならない。

2003年度実績： 5,000万円

2018年度実績： 1億600万円

地域課題解決の
企画実施担当

地域ビジョンの策定

第３ステージ

市民センター化

第４ステージ

2016年４月～

市民センター化

2018年５月～

市民センター別館で地域づ

くり組織によるレストラン

営業開始

※カフェの設置や物品の販

売が可能に

2003年３月に「名張市ゆめ
づくり地域交付金の交付に
関する条例」を制定。

区長制度を廃止し、区・自治
会である「基礎的コミュニ
ティ」と、それを包含する小
学校区を単位とする「地域づ
くり組織」に整理。

15地域が個性ある将来のまち
づくりのための基本方針、将
来像、それに基づく実行計画
を策定。

地域づくり組織に指定管理委
託している公民館を市民セン
ター化し、地域づくり活動、
生涯学習活動・地域福祉活動
の拠点としてスタート。

例：一般社団法人格をもつ
地域づくり組織の組織図

互助の基盤をつくる｜①三重県名張市 ―住民自治の基盤づくり―



■平成30年４月時点で総人口29,772人。うち、65歳以上高齢者人口10,648人(35.8％)、75歳以上高齢者人口5,941人(20.0％)。第７期１号保険料6,180円。

地域包括支援センターは直営で１カ所設置。

■地区ごとに住民自治協議会を設置し、福祉部会、教育部会等の専門部会を設置し、制度の縦割りによらない形で取組を実施。

■また、高齢者の作業活動を通じた介護予防を進める観点から、「生涯生産者のまちづくり」を合い言葉に、地域の加工場等と連携した取組を進めている。

地域における住民主体による地域課題解決体制づくり

■集落営農実施23地区では、要介護認定率が市平均より低いことから、長

く作業を続けられる環境づくりが介護予防に繋がると分析。

■共有スペースを

拠点として、介護

予防サロン、加工

場、こども園・児童

館を連携させ、会

食や体操運動等

を実施。

「生涯生産者のまちづくり」を合い言葉に、様々な政策を連携

■地区ごとに住民自治協議会を設置。

■協議会では、生活支援コーディネーターのほか、集落支援員等の地域づくり

に関する者が事務局となり、福祉部会、教育部会等の部会を設置。

■各部会では、制度の縦割りによらない形で取組を実施している。

（百万円）

【地区住民自治協議会組織図】

▲向野地区住民自治協議会における
料理教室の様子

※それぞれの協議会

で組織構造や部会

の名称は異なる

杵築市
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互助の基盤をつくる｜②大分県杵築市 ―住民の自治協議会を通じた分野を超えた地域づくり―


